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Ⅰ 2004年大統領選挙を終えて

アメリカを二分したと言われた2004年の大統

領選挙後､ 前回に続いて共和党に敗北を喫する

こととなった民主党では､ 敗因分析や今後の方

針をめぐる様々な論議が続いている｡ 多数のメ

ディアで繰り返し指摘されたように､ この選挙

では､ 9.11テロ攻撃の影響でセキュリティが大

きな争点となったこと､ 道徳的価値に有権者の

関心が集まったことが､ ブッシュ候補に有利な

結果をもたらしたといわれている｡ このことは

民主党でもほぼ共通の認識として受けとめられ

ているようである(１)｡ しかし､ これらの争点

についてブッシュ候補を支持した有権者とは実

際にどういう人々なのか､ また今後それらの有

権者を民主党に取り込むための戦略はどのよう

なものであるべきかをめぐって､ 党内の議論は

まとまっていない｡

今後こうした議論は､ 詳細な選挙データの分

析や評価をふまえてさらに本格化していくこと

になろう｡ そこで本稿では､ これから展開して

いくことになると思われるアメリカ民主党の再

生論議について､ その背景と､ 最近のいくつか

の論述の両面から考察してみることとしたい｡

他方､ 2004年の選挙で大統領職と連邦議会両

院の多数議席を制した共和党についても､ 現在

の優位を持続させるような確実な多数派が形成

されたとは見られていない｡ 共和党にとっても､

多数派の形成は今日の切迫した課題なのである｡

しかし､ とくにニューディール期以降､ 平等主

義､ 進歩主義を積極的に掲げることを特徴とし､

より多元的な構成員と多元的な価値を容認して
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きた民主党において､ 多数派連合形成の作業は

いっそう困難の多いものであることが想像され

る｡ 党再建の論議もそれだけ幅広く､ 多様なも

のとならざるを得ないと思われるからである(２)｡

大統領制をとるアメリカと､ 我が国のように

議院内閣制をとる国とではもちろん政党の果た

す役割が違う｡ 大統領と議会が別個の選挙によっ

て選出されるアメリカでは､ 政党の役割は､ 政

策を形成して有権者にそれを持続的に提示する

というところにではなく､ ４年に一度の大統領

選挙で国政上のビジョンと指針をアピールする

ことを通じて､ 特定の理念的イメージの元に広

範な民意を集合させるというところに強く発揮

される｡

しかし政治制度の違いに拘らず､ 今日の先進

民主主義国の主要政党は多かれ少なかれ包括政

党化しており､ 政党は単一の主義主張を掲げる

というより､ 幅広い支持層を獲得しようとして

包括的に政見を取り込む方向に進んでいるとい

うことができる｡ このことを考えれば､ アメリ

カ民主党の再建をめぐる過去30年ほどの苦悩と

現在の論議は､ 多様化する有権者の声にいかに

応え､ その支持をいかに広げるかに苦心する各

国の政党にとっても､ 少なからず示唆するとこ

ろがあるのではないだろうか｡

Ⅱ 民主党再生論議の背景

１ ニューディール連合の崩壊

アメリカにおいて政治的多数派が形成される

ということは､ 民主・共和の二大政党のうちの

一方の政党またはその政党の候補者が示すビジョ

ンや政策目標に対して､ 社会各層の様々なグルー

プのうちこれを受け入れるものが連合体となり､

それが結果的に多数派を形成するということに

ほかならない｡ この連合体は必ずしもコンセン

サスを意味しないので､ 時には利害の対立する

構成員や団体を含むことがある｡ それぞれ違っ

た主張を持つ人種､ 宗教､ 階層､ 各種利益団体

などが､ 他方の政党や候補､ またはその下に集

う連合に対してより強い嫌悪感を持つというだ

けの理由から､ しばしば連合を形成してきたの

である｡ ニューディール連合における南部の白

人と北部の黒人の参加は､ その最も顕著な例と

いうことができるだろう｡

いうまでもなくニューディールは､ 大恐慌に

よる空前の不況から米国民を救済するために､

1933年に大統領に就任したフランクリン・Ｄ・

ルーズベルト (民主党) が強力なリーダーシッ

プを発揮して推進した一連の改革である｡ これ

らのニューディール諸政策､ すなわち連邦政府

が国民の経済的安定を保障したり社会的弱者を

救済したりするために積極的に関与し､ 支出を

行うという政策のもとに､ これらの政策の理念

を支えたリベラル派エリートと､ 政策の受益者

である都市部の労働者や移民､ 西部地方の農民､

北部黒人らが集まってニューディール連合が形

成された｡ 南部の白人は南北戦争以来､ 共和党

を嫌って民主党に帰属していたため､ この連合

に加わることになった｡

その後､ 1950年くらいまでは､ 政治的争点が

主として経済領域内のものであったため､ この

連合における各受益者グループ間にもエリート

層との間にも大きな相違点はなかった｡ しかし

50年代以降､ 人種問題や外交政策が争点として

浮上するのに伴い､ 受益者とそうでないグルー

プに軋轢が生じ始め､ 前者を擁護するエリート

層に対しても不満を持つグループが出てきた｡

とくに1960年代に民主党政権の下で進められた

公民権法､ 投票権法､ 公立学校の人種統合は､
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� 二大政党の勢力が拮抗している今日では､ 共和党においても､ 支持基盤の拡大を図るため多様性､ 包含性､ 寛

容の立場をとる必要性が認識されてきている｡ そのことが現ブッシュ政権の ｢思いやりの保守主義｣ を生み出す

ことにもなっていると考えられる (新田紀子 ｢思いやりのある保守主義―その政治的・政策的意味｣ 『G.W.ブッ

シュ政権とアメリカの保守勢力』 日本国際問題研究所, 2003を参照)｡



南部白人の間に強い反感を生んだ｡

やがてグループ間の亀裂が修復できないほど

に広がり､ 不満グループの中に連合を離脱する

ものが現れるようになって､ ニューディール連

合は解体した｡ 当初から内包されていた連合の

矛盾が1960年代に顕在化するようになり､ つい

に60年代末に､ アメリカ民主党は多数派の座を

失うこととなるのである｡ 1968年選挙で当選し

た共和党のリチャード・ニクソン大統領は､ 72

年には南部の白人を共和党に取り込むことに成

功した｡ 80年代の２期のレーガン政権期には､

さらに中西部・北部の白人労働者層の多くが共

和党へと支持を切り替えた｡ これら中西部・北

部の白人労働者層が､ ニューディール以来の民

主党連合から離脱して共和党支持の連合に加わっ

た､ いわゆるレーガン・デモクラッツと呼ばれ

る人々である｡

その後､ 1990年代の２度の大統領選挙におい

て､ 民主党はこれら離反したグループの一部を

取り戻して勝利を得たが､ 続く2000年､ 2004年

の大統領選挙においては､ 90年代に取り戻した

グループを維持することはできず､ いずれの年

も敗退した｡ しかし､ 過去数十年の間に新たに

生まれてきた有権者グループの存在や､ 無党派

層の増加などの要素が加わって､ 最近の大統領

選挙の一般投票結果を見る限り､ 両政党は共和

党がやや優勢な形で有権者をほぼ二分している

状態にある｡ いずれの党も､ 一時的な勝利はで

きても持続的に勝利が望めるような確実な多数

派連合を形成することはできない状況にあるの

である｡

２ 民主党再生論議の三つの流れ

前述のとおり､ 民主党多数派連合の崩壊は

1968年の大統領選挙における共和党の勝利によっ

て明らかとなったが､ このとき以来､ 民主党に

よる新たな多数派連合形成への摸索が始まった｡

その際の民主党の戦略には､ 大きく分けて次の

三つの流れがあったと考えられる｡ ①ニューレ

フト・リベラル(３)､ ②ニューディール復興派､

③修正主義の三つである(４)｡

ニューレフト・リベラルは､ ニューディール

およびリンドン・B・ジョンソン大統領の ｢偉

大な社会(５)｣ 計画に代表されるタイプの政府

介入を当然のこととしながら､ それを60年代の

社会的運動各グループの利益に結びつけようと

した｡ 担い手は公民権活動家､ 女性の権利拡張

運動家､ 反戦活動家､ 環境保護活動家などであ

る｡ 1960年代末から70年代に全米の大学キャン

パスを席巻した学生運動とも連動し､ 軍や巨大

産業を強く攻撃した｡ これらグループの主張と

運動のスタイルは､ 72年大統領選挙の民主党候

補ジョージ・マクガバン氏の選挙運動において

象徴的に現れることとなった｡

この運動の担い手の多くは高学歴で経済的に

豊かな階層に属しており､ 政治に関する知識や

情報も十分持っていたため､ 数の上では当時主

流派だったニューディール派に及ばなかったも

のの民主党内で大きな発言権を持つことができ

た｡ しかし民主党支持者の中には､ これらグルー
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� ｢ニューレフト・リベラル｣ については ｢ニュー・ポリティクス｣ ｢ニュー・リベラル｣ などの語で表現される

こともある｡ ｢ニュー・リベラル｣ は80年代に登場する ｢ネオリベラル｣ と混同しないように注意することが必

要である｡ 砂田一郎 『新版現代アメリカ政治―20世紀後半の政治社会変動』 芦書房, 1999, p.186を参照｡

� このような三分類については John B. Judis and Ruy Teixeira, The Emerging Democratic Majority (New

York: Scribner, 2002), Chapter 4を参照｡

� ジョンソン大統領が1964年大統領選挙中に内政面の公約として掲げた標語｡ 人種差別の禁止と貧困に対する戦

いを大きな柱とする｡ 64年の公民権法に続く65年投票権法をはじめ､ 高齢者医療保険法､ 初等中等教育法､ 経済

機会法､ 住居・都市開発法などの重要な社会的立法が､ この政策の下で任期中次々に成立した｡ これらの政策に

より､ 貧困層の生活水準は引き上げられたが､ 大量の連邦支出と行政機構の拡大を招いたため､ ｢大きな政府｣

を象徴する政策として引用されるようになった｡



プの急進的な主張と自由な道徳観に反感を持つ

人も増え､ 党内の対立と混乱を促進することと

なった｡

ニューレフト・リベラルは､ 黒人団体､ 女性

団体､ 環境保護団体などを中心とする活動に継

承され､ 今日も民主党内の極左勢力と呼ばれる

グループを形成している｡ しかしニューレフト・

リベラルから1980年代に中道的な修正主義に転

じていった人も少なくない｡ 後述するゲリー・

ハート､ ビル・クリントンらの政治家は､ その

政治活動の出発点をニューレフト・リベラルに

置いていることが知られている｡

ニューディール復興派は､ 文字通りニューディー

ル期の政策の復興を果たそうとする人々による

もので､ エドワード・ケネディ上院議員らがそ

の代表的存在である｡ 重工業が発達した都市や

地域を基盤とする政治家が多く､ 労働組合を主

たる支持母体としている｡ 経済については､ 経

済規模の拡大を図るというより現在の規模でい

かに分配するかに多くの関心を寄せる｡ 84年大

統領選挙における民主党ウォルター・モンデー

ル候補は､ この派に近い立場にあったというこ

とができる｡

現在は､ エドワード・ケネディ議員ら比較的

年齢の高い政治家や労働組合を中心に､ 伝統的

リベラル派として存続しているが､ 1990年代以

降は民主党内の主流派の座にあるとは言えない｡

時折､ 上に述べた極左勢力と連携して ｢党内リ

ベラル勢力｣ として行動する場面が見られる｡

そして第三の流れである修正主義は､ 従来の

民主党のあり方では失われた支持層を取り戻す

ことができないとの認識から､ 特定の利益団体

に属さないミドルクラスの支持を広げようとす

るものである｡ しかしこの第三の流れの中にも､

とくに戦後生まれの大学教育を受けたホワイト

カラー層を重視し､ これを民主党支持層として

取り込もうとするものと､ ミドルクラスとはいっ

ても高学歴のホワイトカラー層に限定するので

なく､ むしろ中下層のミドルクラスに力点を置

くものとの二つがあることが明らかとなってい

く｡

まず前者の高学歴ホワイトカラー層に注目し

た論議としては､ 1976年の大統領選挙で南部票

を一時的に取り戻して当選したジミー・カーター

氏の世論調査担当者パット・カッデル氏による

ものがある｡ カッデル氏は､ この時期すでに､

民主党の政治的未来が高学歴のホワイトカラー

のミドルクラスを取り込むことにある､ と指摘

していたことが知られている(６)｡ カッデル氏

は､ これらのホワイトカラー・グループが､ 政

府の支出や増税､ インフレ問題に警戒心を持っ

ていて経済面では保守的である反面､ 社会的な

問題ではリベラルである､ という分析もすでに

この頃行っていたと言われている(７)｡

しかし当時このような分析は注目されず､

1980年の大統領選挙では ｢小さな政府｣ という

明確な保守主義を掲げた共和党レーガン候補が

圧倒的な支持を獲得して､ カーター現職候補を

破った｡ このことにより民主党は､ 再建への危

機感を一層募らせることになる｡

こうして1980年代以降の民主党に､ ネオリベ

ラルと呼ばれる修正主義グループが登場した｡

このグループを代表したのは､ ゲリー・ハート

上院議員 (コロラド州選出) である｡ ネオリベ

ラル派は1983年に ｢ネオリベラル宣言(８)｣ を

発表し､ その中で､ 公正な社会の追及や貧困層

の救済など従来のリベラル派の掲げる価値を擁

護しながら､ リベラルであるからといって､ 必

ずしも巨大な労働組合や大きな政府を支持する

わけではなく､ また必ずしも軍や巨大産業に敵
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� Judis and Teixeira, op.cit., p.120.

� ibid.

� Charles Peters, "A Neoliberal's Manifesto," The Washington Monthly, May 1983, pp.9-18. なお､ 佐々

木毅 ｢リベラリズムに将来はあるか―ハートとネオ・リベラルの道―｣ 『世界』 469号, 1984.12も参照｡



対的であるわけではない､ と立場の違いを表明

した｡ ネオリベラル派は､ 再配分よりもまずパ

イを大きくするための経済成長を重視し､ 公共

部門を拡大するよりも民間の経済活動を促すよ

うに政府の権力を使い､ 財政支出は抑制気味に

行おうとする政策志向を持っていた｡ このよう

なネオリベラル派の主張は､ 当時経済活動の中

核を担おうとしていた戦後生まれの高学歴ホワ

イトカラー層に受け入れられやすいものであっ

た｡

ハート議員は1984年と88年の大統領選挙で民

主党の予備選挙に出馬して注目されたが､ いず

れも予備選挙段階で敗退した｡ 88年に民主党の

大統領候補となったマイケル・デュカキス・マ

サチューセッツ州知事も､ ネオリベラル派に近

い現実主義の政治家であり､ この年の民主党政

策綱領において ｢人々が福祉への依存から勤労

へ移行するのを助けるような児童手当､ 保険給

付を含む職業訓練・雇用計画｣ ｢生涯にわたる

教育と職業訓練｣ といった実務的なアイディア

を提示した(９)｡ デュカキス知事は､ 大都市部

を中心にミドルクラスの支持をある程度獲得し

たが､ 対立候補のジョージ・ブッシュ (父) 陣

営に ｢リベラル｣ のレッテルを貼られる攻撃を

受けて､ 選挙に勝つことができなかった｡ とく

にデュカキス氏の死刑反対の立場が､ ｢犯罪に

甘い｣ というネガティブ・キャンペーンの標的

とされたことが大きなダメージになったといわ

れている｡

修正主義のもう一つの再生論に､ コミュニタ

リアニズムによるものがある｡ これは､ 現実主

義的観点からというより哲学的・規範的観点か

ら､ コミュニタリアンと呼ばれる思想家や知識

人によって唱えられた考え方である｡ コミュニ

タリアニズムは､ 1960年代に台頭したニューレ

フト的な社会文化的リベラリズムや極端な個人

主義の行き過ぎを是正しようとするもので､ 個

人が帰属する共同体の公共善を追及する政治こ

そが求められるべきである(10)､ という主張に

代表される｡

今日コミュニタリアニズムの思想はきわめて

多様化しており､ 社会主義に通じる ｢左派の再

建｣ を意図するものから､ 個人に対するコミュ

ニティの道徳的影響力を重視するものまで様々

であるが､ 個人的権利とともに社会的責任や治

安の必要性を強調する点で共通しているという

ことができる(11)｡ このようなコミュニタリア

ニズムの考え方は､ 中下層のミドルクラスを含

んだ､ より広い有権者に訴える可能性を持って

いたということができよう｡

上述のネオリベラル派においては､ ゲリー・

ハート議員のように1960年代の反戦運動などを

経験した後､ 公職に就いたような人が集まって

おり､ この人たちは社会文化的にはきわめてリ

ベラルな態度を持ち続けていた｡ しかし1980年

代後半､ 民主党内に台頭した修正主義のもう一

つのグループ ｢民主党指導者会議 (Democratic

Leadership Council 以下 DLCと略称)｣ は､ ネ

オリベラル派とも共通する経済保守的な政策を

掲げる一方､ コミュニタリアニズムの思想を取

り込んでニューデモクラッツという新たな民主

党の方向を提示していくことになる｡

３ DLCの誕生とその主流化

今日のアメリカ民主党について考えるとき､

1980年代半ばに党内中道派の組織として結成さ

れた DLCの存在はきわめて重要である｡ DLC

の最も早い段階の動きは､ 1984年のサンフラン

シスコ民主党大会において､ 南部の若手知事ら

が危機に瀕した民主党を建て直すための長期戦
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略について話し合いを始めたことであったとい

われる(12)｡ ジョージア州のサム・ナン知事､

アリゾナ州のブルース・バビット知事､ バージ

ニア州のチャールズ・ロブ知事らがその中心で

あったが､ このような話し合いを呼びかけたの

は､ ルイジアナ州選出のギリス・ロング下院議

員であった｡ ロング議員は､ 下院において民主

党議員団の座長を務め､ 議員団で組織される

｢政治の実効性委員会 (CPE)｣ のトップでもあっ

た｡ CPEには､ 南部選出議員のほか当時アタ

リ・デモクラットと呼ばれた､ 先端技術に明る

く合理的に活動する新しいタイプの議員が集まっ

ていた｡ CPEのポジションは､ 基本的なニュー

ディールの諸改革を支持する一方で､ ハイテク

や自由貿易､ ホワイトカラー労働者に対するア

タリ・デモクラットの関心を加味するというも

のであった(13)｡

しかし1984年の党大会では､ 労働組合､ ニュー

レフト系リベラル派､ 黒人グループが主導権を

握り､ モンデール氏を大統領候補として指名し

た｡ そして11月の選挙でモンデール候補がレー

ガン現職大統領に惨敗すると､ ロング議員らの

危機感は一層強まり､ 民主党全国委員会に匹敵

するような新しい中道派の組織を作り出す構想

へと発展した｡ 翌年このプロジェクトのリーダー

シップを引き継いだロング議員の側近アル・フ

ロム氏は､ 元下院議員スタッフだったウィル・

マーシャル氏と組んで､ 新しい組織 DLCを立

ち上げた｡ そして２人は､ そこで参謀として働

くことになるのである｡

こうして DLCは1985年２月､ 公選職者41人

とフロム､ マーシャルの２人の参謀の計43人に

より組織されて発足した｡ 主たる資金は､ 議会

民主党に共感を持つワシントンのビジネス・ロ

ビイストから得たといわれる(14)｡

DLCは1986年､ 経済問題についての見解を

発表し､ ｢変革｣ ｢経済成長｣､ そしてとくに

｢競争｣ というテーマを打ち出した｡ ここで､

民主党の支持母体という観点からは､ 労働組合､

黒人の公民権運動団体､ 女性の権利拡大運動団

体に代表される ｢特定の利益団体｣ に決別し､

国内政策という点では､ ジョンソン大統領の

｢偉大な社会｣ 計画に象徴される福祉国家の理念

を再検討し､ 経済的な競争力の回復をめざす(15)､

という中道保守的な立場が提示されることにな

る｡

1988年選挙でのデュカキス候補の敗北後には､

フロム､ マーシャルの２氏の参謀が中心となっ

て DLCの政策作りが本格的に始まった｡ 財界

と密接な関係を持つ DLCは､ 資金面において

も民主党の他のグループとは比べものにならな

いほど､ 潤沢な寄付を得ていた｡ こうした豊富

な資金源を背景に着手したのが､ 独自の政策集

団 ｢進歩的政策研究所 (Progressive Policy

Institute 以下 PPIと略称)｣ を設立することで

あった｡ PPI所長にはマーシャル氏が就任し､

政策の専門家に委嘱して報告書の作成や提言を

求めた｡ その一つであるウィリアム・ガルスト

ン・メリーランド大学教授とエレーヌ・カマー

ク PPI研究員の共著による報告書 『逃避の政

治：民主党と大統領選挙(16)』 は､ 爾後の DLC

政策の基調となり､ 現在なお重要視されている

ものである｡

ガルストン教授らは､ 民主党のリベラリズム

は硬直した ｢リベラル絶対主義｣ に陥っており､

一般のアメリカ人と乖離してしまっているとこ
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ろに問題があるとした｡ そして民主党のリベラ

リズムから連想されるものは自立よりも依存を

助長する福祉政策であり､ 平均的世帯の利益と

相容れない税制・財政支出政策であり､ 犯罪を

犯したものへの軟弱な態度と被害者への冷淡で

あり､ モラルや文化的価値への敵対的スタンス

である､ と論じた｡ こうして２氏の報告書は財

政保守主義､ 福祉改革､ 警察の強化による犯罪

防止への支出増､ 刑罰の厳格化､ 死刑の支持､

伝統的家族の育成策､ などを政策の柱として展

開していった｡ ここには明らかにコミュニタリ

アニズムの考え方が見られるが､ これは1988年

にデュカキス候補が ｢犯罪に甘いリベラル｣ の

レッテルを貼られて敗北したことから得た教訓

を反映するものであった｡

ガルストン教授とカマーク氏はこのペーパー

の中で､ ｢民主党候補がいくら革新的で明快な

経済政策を提示しようとしても､ 社会的価値の

問題についてその候補を信頼することができな

ければ､ 有権者は耳を貸そうとしない｣ と説明

し､ とくにミドルクラスの有権者にとって社会

的価値の争点が重要であるとの認識を示した｡

ここでは､ ホワイトカラー層だけではない広い

意味のミドルクラスが想定されていたと考えら

れる｡

DLCの会員は南部に留まらず全米化し､ 1990

年代には党内で主流の位置を占めるようになる｡

伝統的リベラル派に主導されていた民主党全国

委員会も DLCの勢力を無視できず､ 協力関係

を結ぶようになったのである｡ DLCは､ 創立

当初は南部の州知事らによる経済保守的なスタ

ンスが中心であったが､ 次第にビル・クリント

ンやアルバート・ゴアといった DLC左派に主

導権が移行し､ ややリベラルな色彩を帯びるよ

うになっていたことが､ 主流化の背景として指

摘されている(17)｡ 1992年には､ 前年まで DLC

議長であったビル・クリントン・アーカンソー

州知事が大統領選挙の候補となり､ 12年ぶりに

民主党に勝利をもたらすことになる｡

２期８年にわたるクリントン政権においては､

前半では国民皆保険を目指す医療保険改革や銃

規制など､ リベラルとみなされる政策を推進し

ようとして中間選挙の敗北を招いたが､ 後半で

は下院の多数派となった共和党議会との対決と

妥協により､ 福祉再編法､ 財政均衡法､ 納税者

救済法､ 行政改革などを推進し(18)､ 中道派と

しての政策実績を確実に残した｡

クリントン氏の思想的原点は､ ベトナム戦争

反対や1972年のマクガバン候補の選挙活動に参

加したという経歴が示すとおり､ 60年代のニュー

レフト的リベラリズムにあるといわれている｡

しかし南部アーカンソー州という保守的な州で

生まれ､ 経済的に恵まれない環境に育った点で

は､ 南部・南西部の中下層クラス出身者を代表

するという性格も持っていた｡ 後に高い教育は

受けたが､ こうしたルーツを持つことによって､

大衆がこの世代に対して持ちやすい反感は和ら

げられたと考えられる｡ クリントン氏は DLC

設立当初からの主要メンバーではあったが､

DLC的な要素だけでなくこのようにいくつか

の顔を持っていたことは示唆的であるといえよ

う｡
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Ⅲ 今日の再生論から

クリントン政権後の2000年､ 2004年の選挙で

は､ いずれも接戦ののち共和党が勝利を収めた｡

2000年の敗北以来､ 民主党では新たな党再生論

議が起きており､ リベラル勢力系､ DLC系な

ど各派から多くの発言が見られる｡ 前述のとお

り､ 現在民主党内では DLCが主流となってい

るため､ これらの発言の中では DLC系シンク

タンクなどによるものが優位を占めているとい

えるが､ 今日まで決め手となるようなものは出

ていない｡

以下においてはまず､ 民主党再生をめぐる最

近の論述の中から､ 今後の論議にも影響力を持

つと考えられる二つを選んで紹介してみたい｡

その一つは雑誌編集者ジョン・ジュディス(19)と

民主党系シンクタンク研究員ルイ・テシーラ(20)

の両氏がその共著 『民主党多数派の出現(21)』

において展開した所説であり､ もう一方は､ ウィ

リアム・ガルストン現メリーランド大学教授(22)

が雑誌で発表した論文 ｢漂流する民主党(23)｣

によるものである｡ ガルストン､ ジュディスお

よびテシーラの３氏は､ いずれも民主党の戦略

形成に重要な関与をしてきた｡ しかし民主党の

現状に対する認識と､ その再生に向けての方向

には違いが見られる｡ ジュディス氏とテシーラ

氏は､ 近年の産業構造の転換に伴って増えつつ

ある新しい階層 ｢プロフェショナル｣ の動向に

注目し､ これらのグループが多数を占める地域

で民主党支持が広がっていることを証明しよう

とする｡ そして､ プロフェショナルの存在によっ

て民主党支持が拡大した地域においては､ 労働

者階層にもそのような効果が波及していく､ と

いう楽観的な見通しを提示している｡ 他方ガル

ストン教授は､ 民主党の現在の最大の問題を

｢白人男性労働者階層｣ の離反にあるとして､

その原因の究明とこの階層の人々を民主党に再

統合することが最重要の課題であるとしている｡

１ ｢プロフェショナル｣ による多数派形成

� 民主党支持票と地域差

ここに紹介するジュディス／テシーラ氏の共

著 『民主党多数派の出現』 は､ 過去の選挙統計

や人口統計､ 世論調査結果などの膨大なデータ

を駆使してアメリカの有権者の動向を調査分析

したもので､ 刊行以来､ 民主党関係者をはじめ

各層に注目された｡

両氏はこの中で､ 民主党票が1990年代以降多

数を占めるようになった地域に注目する｡ 大き

く言えばそれは北東部諸州と西海岸諸州であり､

さらに中西部の北半分ということになるが､ こ

れらの地域に共通する特徴として ｢広域のポス

ト産業型大都市圏｣ の存在と､ それに並行して

増えてきた新たな職業グループ ｢プロフェショ

ナル(24)｣ の存在がある､ と両氏は分析する｡

そして両氏は､ プロフェショナルは民主党を支

持しやすい特質を持っている､ との確信を示す

のである｡ 今後このような大都市圏とプロフェ

ショナルは拡大を続けると考えられるので､ 民

主党にとって多数派を獲得することも難しくは

ないことになる｡ さらにこのような大都市圏の
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周辺においては､ ブルーカラーの労働者階層も

プロフェショナルと類似の政治選択をする傾向

が見られる､ と両氏は楽観的な予測を展開する

のである｡

このような分析と説明は､ 少なくとも2000年､

2004年の選挙結果を見る限り､ ある程度の説得

力を持っているように思われる｡ そこでジュディ

ス氏らの説を検討するにあたって､ 次頁の一覧

表 (表１) を見ておきたい｡ これは､ 1968年か

ら2004年までの10回の大統領選挙において多数

票を取った方の政党を州別に書き出したもので

ある｡ ｢D｣ または ｢d｣ は民主党を､ ｢R｣ ま

たは ｢r｣ は共和党を意味し､ それが大文字で

書かれている場合は勝者であったことを意味す

る｡ 1968年における ｢w｣ は第三党候補ウォレ

スを意味する｡

まずこの一覧表から読み取れることを上げて

みよう｡

① 2004年大統領選挙の一般投票で､ 共和党支

持票が多数を占めた州は次の31州である｡

アラバマ､ アラスカ､ アイダホ､ アーカン

ソー､ アリゾナ､ コロラド､ フロリダ､ ジョー

ジア､ インディアナ､ アイオワ､ カンザス､

ケンタッキー､ ルイジアナ､ ミシシッピ､ ミ

ズーリ､ モンタナ､ ネブラスカ､ ネバダ､ ニュー

メキシコ､ ノースカロライナ､ ノースダコタ､

オハイオ､ オクラホマ､ サウスカロライナ､

サウスダコタ､ テネシー､ テキサス､ ユタ､

バージニア､ ウェストバージニア､ ワイオミング

② ①のうち 囲み線を付した16州は､ 1980年

以来､ 今回を含む７回の大統領選挙すべてに

おいて共和党支持を示した州である｡ しかし

その他の15州は1992年､ 1996年､ 2000年のう

ち少なくとも1回は民主党を支持したことが

ある (１回：５州､ ２回：８州､ ３回：２州)｡

③ 2004年大統領選挙で､ 民主党支持票が多数

を占めた州は次の19州とコロンビア特別区で

ある｡

カリフォルニア､ コネチカット､ デラウェ

ア､ コロンビア特別区､ ハワイ､ イリノイ､

メーン､ メリーランド､ マサチューセッツ､

ミシガン､ ミネソタ､ ニューハンプシャー､

ニュージャージー､ ニューヨーク､ オレゴン､

ペンシルベニア､ ロードアイランド､ バーモ

ント､ ワシントン､ ウィスコンシン

④ ③に上げた19州とコロンビア特別区のうち､

ニューハンプシャー州を除いたすべてが1992

年以来､ 毎回の大統領選挙で民主党支持を示

している｡ ニューハンプシャー州は2000年選

挙において共和党を支持した｡

⑤ 2000年および2004年の大統領選挙において､

支持する政党が変わった州は､ アイオワ (民

主→共和)､ ニューハンプシャー (共和→民主)､

ニューメキシコ (民主→共和) の３州のみで

ある｡

このように見てくると､ ニクソン､ レーガン､

ブッシュ (父) の時代に共和党を支持した州で､

その後､ 転換して毎回民主党に支持を与えてい

る州がかなり多数にのぼることがわかる｡ 上記

の③で列挙された州等のうち､ コロンビア特別

区やミネソタ州など民主党支持が一貫して強い

もの (転換する必要がなかったもの) を除いて､

ほぼ全部がこの間に民主党に支持を切り替えた

ということができるのである｡

なぜこのような民主党支持への転換が起きた

のか､ またどのようにして起きたのかを説明す

るため､ ジュディス氏らは全米の全ての地域に
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� 国勢調査における定義によると､ 高度な技能と資格を持ったホワイトカラーで､ ブルーカラー労働者と区別さ

れる一方､ 経営者､ 管理者等とも区別される従業者を指す｡ ジュディス氏らは､ 上掲の The Emerging Democratic

Majorityにおいては ｢プロフェショナル｣ をもう少し広く柔軟な概念で捉えている､ と説明している (p.41)｡

本稿 p.34～p.35で具体的に列挙している職業がそれにあたる｡ なお､ 田中丈夫 『ホワイトカラーと経営革新－プ

ロフェッショナルズによる変化適応戦略－』 白桃書房, 2001も参照｡
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表１ 州別多数得票政党の変遷

年・候補者

州

1968
ニクソン
ハンフリー

1972
ニクソン
マクガバン

1976
カーター
フォード

1980
レーガン
カーター

1984
レーガン
モンデール

1988
ブッシュ
デュカキス

1992
クリントン
ブッシュ

1996
クリントン
ドール

2000
ブッシュ
ゴア

2004
ブッシュ
ケリー

ア ラ バ マ ｗ R D R R R r r R R

ア ラ ス カ R R r R R R r r R R

ア リ ゾ ナ R R r R R R r D R R

ア ー カ ン ソ ー ｗ R D R R R D D R R

カ リ フ ォルニア R R r R R R D D d d

コ ロ ラ ド R R r R R R D r R R

コ ネ テ ィカット d R r R R R D D d d

デ ラ ウ ェ ア R R D R R R D D d d

コロンビア特別区 d d D d d d D D d d

フ ロ リ ダ R R D R R R r D R R

ジ ョ ー ジ ア ｗ R D d R R D r R R

ハ ワ イ d R D d R d D D d d

ア イ ダ ホ R R r R R R r r R R

イ リ ノ イ R R r R R R D D d d

イ ン デ ィ ア ナ R R r R R R r r R R

ア イ オ ワ R R r R R d D D d R

カ ン ザ ス R R r R R R r r R R

ケ ン タ ッ キ ー R R D R R R D D R R

ル イ ジ ア ナ ｗ R D R R R D D R R

メ イ ン d R r R R R D D d d

メ リ ー ラ ン ド d R D d R R D D d d

マサチューセッツ d d D R R d D D d d

ミ シ ガ ン d R r R R R D D d d

ミ ネ ソ タ d R D d d d D D d d

ミ シ シ ッ ピ ｗ R D R R R r r R R

ミ ズ ー リ R R D R R R D D R R

モ ン タ ナ R R r R R R D r R R

ネ ブ ラ ス カ R R r R R R r r R R

ネ バ ダ R R r R R R D D R R

ニューハンプシャー R R r R R R D D R d

ニュージャージー R R r R R R D D d d

ニ ュ ー メキシコ R R r R R R D D d R

ニ ュ ー ヨ ー ク d R D R R d D D d d

ノースカロライナ R R D R R R r r R R

ノ ー ス ダ コ タ R R r R R R r r R R

オ ハ イ オ R R D R R R D D R R

オ ク ラ ホ マ R R r R R R r r R R

オ レ ゴ ン R R r R R d D D d d

ペ ン シ ルベニア d R D R R R D D d d

ロードアイランド d R D d R d D D d d

サウスカロライナ R R D R R R r r R R

サ ウ ス ダ コ タ R R r R R R r r R R

テ ネ シ ー R R D R R R D D R R

テ キ サ ス d R D R R R r r R R

ユ タ R R r R R R r r R R

バ ー モ ン ト R R r R R R D D d d

バ ー ジ ニ ア R R r R R R r r R R



ついて検証を行っている｡ ここではその中から

まずカリフォルニア州の例を取り上げることと

する｡

� 知識型大都市の発生

① カリフォルニア州の例

カリフォルニア州は､ 1992年以降2004年の

今回まで､ 毎回の大統領選挙で民主党が多数

を取り､ 民主党の票田のように扱われるが､

もともと民主党支持が続いていたわけではな

い｡ 表１に見るようにこの州は､ 1968年から

88年の6度の大統領選挙で共和党支持を続け

た｡ しかし92年以降は､ 連邦上院選挙でも民

主党候補の当選が続いている｡ この間のカリ

フォルニア州の変化は､ ジュディス氏らによ

ると次のような経過を辿っている｡

�� 1966年､ 州知事選挙に出たロナルド・レー

ガン候補は､ 州の南部ロサンゼルス地域で

元来は民主党支持だった白人労働者票を､

３対１の圧倒的大差で奪った｡ これらの白

人労働者の多くは､ 航空機産業で働く労働

者であり､ カリフォルニアの大学キャンパ

スで60年代に吹き荒れた反戦運動や､ 州全

体に起きていた公民権運動と黒人暴動事件

などに不快感を持っていた｡

�� 一方､ サンフランシスコ､ シリコンバレー

などを含む州北部のベイエリアと呼ばれる

地域では､ 当時から民主党支持が概して優

勢であり､ しかもこの地域では共和党支持

者にも穏健派が多いことが知られていた｡

�� 1990年代になって､ この南北の差が不明

瞭になり､ 南北合わせて州人口の半数近く

を占める地域で､ 有権者は強力な民主党支

持を見せるようになった(27)｡

カリフォルニアの南北に起きたこのような

変化は､ ジュディス氏らによれば経済情勢か

ら来たものと考えられる｡ 1990年代初頭の景

気後退と軍事支出削減で､ 州の製造業雇用は

30万以上も削られることになった｡ その雇用

の大きな部分は､ ロサンゼルスの航空機産業

におけるものであった｡ ここで職を失った労

働者は､ 保守的な共和党支持者の中核を成し

ていた｡ その一部は職を求めて州の内外に移

住していったが､ 中には1990年代になって成

長していた新しいポスト産業型経済の中に職

を見つける者もいた｡

この新しい経済は､ コンピューター関連サー

ビス､ バイオテクノロジー､ エンターテイン

メントなどの産業をめぐる分野に集中してお

り､ 高度な技能を持ったプロフェショナルと､

技術者､ それに非熟練のサービス労働者を必

要とするものであった｡

1983年には､ 航空機産業に働く労働者数は

映画産業に働く人の２倍 (12万人対６万人)

であったが､ 2000年までにはその関係は逆転

し､ 航空機産業人口が５万人台であるのに対

し､ 映画産業人口は15万人に達するまでになっ
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年・候補者

州

1968
ニクソン
ハンフリー

1972
ニクソン
マクガバン

1976
カーター
フォード

1980
レーガン
カーター

1984
レーガン
モンデール

1988
ブッシュ
デュカキス

1992
クリントン
ブッシュ

1996
クリントン
ドール

2000
ブッシュ
ゴア

2004
ブッシュ
ケリー

ワ シ ン ト ン d R r R R d D D d d

ウェストバージニア d R D d R d D D R R

ウ ィ ス コンシン R R D R R d D D d d

ワ イ オ ミ ン グ R R r R R R r r R R

(出典) The Greenpaper(25), CNN.com Election 2004(26), 『世界年鑑1969』 を元に作成｡

� ＜http://www.thegreenpapers.com/G04/President-1972-2000.phtml＞

� ＜http://edition.cnn.com/ELECTION/2004/pages/results/scorecard/＞

� Judis and Teixeira, op.cit., pp.78-79.



ている｡ 今日､ ロサンゼルス・カウンティは､

全米の代表的な知識型都市になっているとい

うことができる(28)｡

こうして経済環境が南北で似通ってきたこ

とに伴い､ 両者の政治的カルチャーにも類似

性が見られるようになってきたことを､ ジュ

ディス氏らは指摘している｡ 北部のベイエリ

アと南部のロサンゼルスでは､ 住民の政治や

社会に対する考え方に共通するものが多いこ

とが､ 包括的な住民の意識調査の結果明らか

となっているというのである｡ すなわちこれ

ら両地域の住民は､ 環境保護のための規制は

必要であると考え､ 公共の利益のために政府

が企業活動を規制することは意義のあること

であるとし､ 宗教に対しては政治と切り離す

べきだと考える傾向があった｡ 人種差別是正

のためのアファーマティブ・アクションに対

しても､ 肯定的な見方をしていることがわかっ

た｡ 両者の好悪の違いが顕著に出たのは､ 唯

一､ 人工妊娠中絶問題であったと言われてい

る｡ この問題については､ 北部が肯定的であっ

たのに対し､ 南部が否定的な見方を示すとい

う結果が出たが､ これは､ ロサンゼルスのヒ

スパニクス人口の存在が理由であろうと考え

られている｡ 自分をリベラルもしくは中道で

あると考える人は､ ベイエリアとロサンゼル

スの双方で69パーセントに達することも判明

したということである(29)｡

シリコンバレーがあるベイエリアで､ 早く

から民主党支持の傾向が見られたことは前述

のとおりであるが､ 1988年に民主党デュカキ

ス候補がこの地域で圧勝したことにより､ そ

の特徴が注目された｡ このときには､ 宗教右

派と同一視されることを避けようとする共和

党穏健派の票が､ ブッシュ (父) でなくデュ

カキスに投じられたとも言われている｡ さら

に､ ベイエリアのような高度に発達した知識

型都市では､ プロフェショナルとブルーカラー

労働者の間の投票行動にそれほど差がないこ

とをジュディス氏らは指摘している(30)｡

このような知識型都市の政治カルチャーは､

カリフォルニア州でも農業が中心の中部一帯

(セントラルバレー地域) などに比べると対照

的である｡ セントラルバレー地域では､ 労働

人口といえば自営業者かブルーカラー労働者

がほとんどで､ 州都サクラメント以外には活

発なサービス部門も見当たらない｡ セントラ

ルバレー住民の政治意識調査では､ 企業活動

に対する政府の規制やアファーマティブ・ア

クション､ 移民､ 貧困層への政府の援助といっ

た政策に対して否定的な見方が優勢であった｡

政治家が宗教を持ち出すことについては､ むし

ろ肯定的な見方をしていることもわかった(31)｡

以上が､ カリフォルニアについてのジュディ

ス､ テシーラ両氏の調査結果である｡ こうし

た地域差は､ 確かに近年の選挙結果の中に反

映している｡ ベイエリアとロサンゼルスにお

いては､ クリントン (1992年､ 96年)､ ゴア

(2000年)､ ケリー (2004年) と､ 毎回民主党

候補が２倍から３倍の圧倒的多数の支持を獲

得しているのに対して､ セントラルバレーに

おいては1992年は引き分け､ 96年にはドール

共和党候補に負けるという結果を残している｡

2000年にはゴア氏もセントラルバレーでブッ

シュ氏に敗北しているし､ 2004年もケリー氏

は勝つことができなかった(32)｡

ジュディス氏らは､ カリフォルニア州全体

で知識型都市と考えられるカウンティが14あ
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� ibid., pp.79-80.

� ibid., p.81.

� ibid., p.79. ベイエリアでは2000年､ ゴア民主党候補はプロフェショナルの間で65対29､ ブルーカラー労働者

の間でも70対25と圧倒的な多数支持を獲得した｡

� ibid., p.81.



るとしているが､ こうしたカウンティでは

2000年､ 2004年とも､ 民主党が多数票を獲得

している｡ 2004年には､ 非知識型とされるカ

ウンティにも民主党は勢力を伸ばし､ 全58カ

ウンティ中の21で多数票を獲得している(33)｡

ところが逆に､ 知識型とされるカウンティで

も､ 宗教勢力または軍事産業の存在が大きな

意味を持つ場所では､ 例外的に共和党が獲得

している場合がある｡ 軍事産業のあるサンディ

エゴがその例であり､ ここでは2004年には52

対47でブッシュ候補が勝っている(34)｡

② イリノイ州シカゴの例

中西部五大湖周辺の州でも同様の変化が起

きている｡ ジュディス氏らは､ イリノイ州シ

カゴにその典型を見ることができるとしてい

る｡ 表１のとおり､ イリノイ州は1968年から

88年まで､ 共和党候補を支持していた｡ しか

し92年以降は民主党に転じ､ 2000年にはゴア

候補に55対43の､ また2004年にはケリー候補

に55対45の安定した多数票を与えている(35)｡

とくにシカゴとその周辺に位置するクック・

カウンティは､ 突出した民主党支持を見せて

いる土地である｡ 2000年の民主党ゴア候補は､

シカゴで80対17､ クック・カウンティで69対

29の圧倒的な勝利を記録したが､ 2004年には

ケリー候補もほぼ同様かそれ以上の成績を収

めている (シカゴで81対18､ クック・カウンティ

で70対29(36))｡

しかし､ シカゴとクック・カウンティは

1972年にはニクソン共和党候補に多数票を与

えていたし､ 84年になってもとくに白人票は

レーガン共和党候補に流れていた｡ 圧倒的民

主党支持へと変化が起きたのは､ 1990年代以

降のことと考えられる(37)｡

シカゴはかつては食肉加工､ 家庭用電化製

品､ テレビ・ラジオ､ プラスチック､ ディー

ゼルエンジン､ 鉄鋼などの製造業の町であっ

た｡ ところがこのような製造業雇用は1970年

代以降次第に減少する一方､ 製造業とはいっ

てもモデムや半導体などコンピューター関連

部品の生産に関わるものが増えてきていた｡

1990年代になると､ シカゴはハイテクと情報

通信技術の最先端を行く都市の一つとなって

おり､ その大都市圏地域が生み出す雇用にお

いて全米をリードすることとなった｡ 同時に､

これらの新しい産業を支える技術者や専門職

者が飛躍的に増加し､ 生産部門の労働者数を

はるかに上回ることとなった(38)｡

このような産業構造の変化に伴い､ シカゴ

とその周辺地域の社会や文化にも明らかな変

化が見られるようになる｡ まず大きな変化は

新しいエスニック・グループの流入によって

起きた｡ かつて白人と黒人の深い亀裂が度々

の衝突を生んでいたシカゴは､ 1990年代には

アジア系とヒスパニク系の住民の増加によっ

て多民族の都市となった｡ 民族ごとに偏りを

見せていた居住地域が融合していく例も珍し

くなくなっている｡

③ 堅固な共和党支持の州の例

カリフォルニアやイリノイ､ それに北東部

諸州のような人口の多い大都市州だけでなく､

表１において堅固に共和党支持を続けている

西部山岳州の中にも興味深い現象が見られる｡

たとえばコロラドとアリゾナの２州は殆ど毎

レファレンス 2005.３

アメリカ民主党再生戦略をめぐって

33

� CNN.com Election 2004. のサイトでは､ 各州のカウンティごとの投票記録が見られるようになっている｡

＜http://us.cnn.com/ELECTION/2004//pages/results/states/CA/＞

� ibid.

� ibid.

� ＜http://edition.cnn.com/ELECTION/2004/pages/results/states/IL/＞

� ibid.

� Judis and Teixeira, op.cit., p.98.

� ibid., p.99.



回共和党を支持している州であり､ 2004年も

共和党を支持したが､ それぞれの州に民主党

の侵食を見ることができる｡ とくにアリゾナ

州ツーソン地区は知識型都市として発展して

おり､ 1996年に民主党クリントン候補を支持

して民主党に有望視されるようになった｡

2004年も､ この地区ではケリー候補が52対47

で勝利を得ている(39)｡ またコロラド州では

デンバーとボルダー地区にサンフランシスコ

のベイエリアと同じような投票パターンが見

られる｡ 2004年､ ケリー候補はデンバー地区

で70対29､ ボルダー地区で67対32という圧倒

的大差の票を獲得している｡ コロラド州は､

農業地帯は農業州ワイオミングのような投票

パターンを示しており､ コロラド・スプリン

グスのように宗教右派と軍施設の影響が大き

いといわれる場所もある｡ しかし州全体とし

て両政党の得票差はそれほど大きくない

(2004年ブッシュ大統領の一般投票における得票

率52.2パーセント(40))｡ ここからジュディス氏

らは､ コロラド州が10年以内に民主党支持に

転換することも不可能ではないとしているの

である(41)｡

ネバダ州も共和党支持の根強いところであ

るが､ 2004年のブッシュ大統領の州全体の得

票率は51パーセントと僅差になっている(42)｡

この結果は､ 全米で最も急速に発展する都市

の一つラスベガス周辺に限ってケリー候補が

多数票を獲得したことによるものである｡ す

なわち他の地域はすべて共和党優位であるの

に､ 人口の多いラスベガス地域で突出した民

主党寄りの投票パターンが見られるためであ

る｡ この地域では1990年代に人口が63万人増

えており､ その経済はエンターテインメント

を中心として成り立っている点で､ ロサンゼ

ルスと似た関係にあるとされている｡ ジュディ

ス氏らは､ ネバダ州についても､ ラスベガス

周辺の人口がこのまま増えつづけ､ 政治意識

の点でも現在の傾向が続くとすれば､ 将来民

主党が多数票を取ることは難しくないとして

いる(43)｡

人口の多いポスト産業型都市といっても､

ユタ州ソルトレークシティのように､ 民主党

票に結びつかない場合もある｡ この地域はモ

ルモン教の強い影響下にあるため､ フェミニ

ズムや同性愛などに厳しく､ 多元的な都市型

文化が受け入れられにくい土壌となっている

からである｡ ユタ州では2004年､ ブッシュ大

統領が一般投票の71パーセントを獲得してい

る(44)｡

� ｢プロフェショナル｣ はなぜ民主党支持か

こうしてジュディス､ テシーラ両氏はすべて

の州の調査を行った結果､ 知識型大都市を持ち

プロフェショナルの多い地域では民主党支持者

が増える傾向にあるところから､ この傾向が続

くとすれば､ 2008年までに民主党は大統領選挙

において選挙人票を300以上確保できることに

なる､ という結論を導き出した｡ そしてプロフェ

ショナルが民主党支持傾向を持つことについて､

次のような説明を行っている｡

20世紀末から21世紀初頭へと時代が移る過程

で､ すなわちアメリカが産業社会からポスト産

業社会の時代に移行していくのと歩調を合わせ

るように､ 新たな勢力プロフェショナルが生ま

れた｡ プロフェショナルは法律家､ 医師､ 看護

レファレンス 2005.３34

� ＜http://us.cnn.com/ELECTION/2004/pages/results/states/AZ/＞

� ＜http://us.cnn.com/ELECTION/2004/pages/results/states/CO/＞

� Judis and Teixeira, op.cit., p.87.

� ＜http://edition.cnn.com/ELECTION/2004/pages/results/states/NV/＞

� Judis and Teixeira, op.cit., pp.86-87.

� ＜http://us.cnn.com/ELECTION/2004/pages/results/states/UT/＞



師､ 教師､ 建築家をはじめ､ エンジニア､ コン

ピューター・アナリスト､ ソーシャルワーカー､

セラピスト､ インテリア・デザイナー､ グラフィッ

ク・アーティストなどの専門的職能を持つホワ

イトカラーから成る｡ これらプロフェショナル

の存在は､ 1950年代には労働人口の７パーセン

トを占めるに過ぎなかったが､ 1990年代には30

パーセントを占めるまでになった｡ しかもこの

グループにおいては､ 選挙の際に投票に行く人

の率が他の職業グループのどれよりも高いこと

が知られている(45)｡

ジュディス氏らによれば､ プロフェショナル

は政治的にはもともと共和党の堅固な支持層で

あったが､ レーガン時代が終わるころには民主

党支持への転換を見せるようになった｡ プロフェ

ショナルは､ 彼らが少数集団であった20世紀前

半には､ 自らを経営者または管理者の側に位置

づけていた｡ 概して労働組合には冷淡であり､

ニューディール型の大きな政府にも反感を持つ

傾向にあったのである｡ プロフェショナルは､

1960年大統領選挙では61対38でニクソン共和党

候補を支持したことが知られている｡ ところが

1988年以降の大統領選挙では､ プロフェショナ

ルの支持は民主党へと転換している(46)｡

なぜこのような転換がこの時期に劇的に起き

たのかについては､ ジュディス氏らは次のよう

に説明する｡ プロフェショナルには､ その仕事

の成否の評価を､ 経済的利害得失よりも自分自

身の提供するサービスやアイディアの良し悪し

によって行う傾向が強い｡ これに対して経営者

や管理者は､ その成否をマーケットにおける経

済的得失で判断するという特徴がある｡

プロフェショナルたちが､ 自らの仕事の中で

質を重視することができると感じられた時代に

は､ 彼らは起業家や経営者と同じ側にいること

に違和感を持たなかった｡ しかし､ ポスト産業

型経済の進行とともにプロフェショナルの数が

増えると､ その一方､ 彼らの周囲には様々な制

約が及んできた｡ 国際的な標準とか企業内の規

則の強化が､ 彼らの経済的立場も含めた自律性

を縮小させていき､ プロフェショナルとしての

仕事も､ 専門性の高いものとそれほど高くない

ものとに分断されてきた｡ その結果､ 彼らは次

第に企業やマーケットと自分たちの優先すべき

ものを区別するようになったのではないかと考

えられる｡ こうしてプロフェショナルたちは､

明らかにマーケット寄りの共和党よりも民主党

に対して親近感を持つようになったことが考え

られる､ とジュディス氏らは論じるのである(47)｡

プロフェショナルの政治的選好の転換を説明

するもう一つのカギとしてジュディス氏らが指

摘するのが､ 1960年代の彼らの体験である｡ 彼

らが通った大学では､ 当時､ 公民権運動や女性

の権利拡張運動､ 反戦運動､ 消費者・環境保護

運動が活発に行われていた｡ そしてリーダーや

支持者として活動した人のほかにも､ 多くの人

がこれらの運動の影響を受けた｡ 生活の質や安

全性､ 信頼できる商品を得るためには､ マーケッ

トの見えざる手に委ねているだけではなく政府

の見える手による行動が必要とされる､ という

ことを彼らは大学時代に学んだ(48)､ というの

である｡

ジュディス､ テシーラ両氏がプロフェショナ

ルに対置するものとして上げるのは､ ｢マネー

ジャー型｣ の人々である｡ この人々は､ 不動産

仲介業・銀行その他の会社で管理的な仕事をす

るが､ 仕事や製品の質よりも企業やマーケット

の利害得失に大きな関心を持つとされる｡ 政治

的には共和党支持傾向が強い｡ ニューヨーク・

タイムズの政治記者デービッド・ブルックス氏
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は､ 2004年の大統領候補について､ まさにこの

二類型があてはまると述べている｡ ブルックス

氏は､ 知識志向型のケリー候補にはプロフェショ

ナルの支持が集まり､ 単純明快さと信義を重ん

じるビジネス志向のブッシュ候補にはマネージャー

型の支持が集まるだろう､ と予測していた｡ そ

してこれは高学歴層のミドルクラスを二分する

文化的戦争である､ とも書いていた(49)｡

しかし､ 次に紹介するウィリアム・ガルスト

ン教授の論説は､ このような高学歴ミドルクラ

ス内の横の分裂を問題とするのでなく､ ミドル

クラス全体が上下に分断されていくところに民

主党再生にとっての問題がある､ とするもので

ある｡

２ ミドルクラスの再統合による多数派形成

� 白人労働者の離反

ここに紹介するウィリアム・ガルストン教授

の論考(50)も､ 2004年の選挙が行われる前に発

表されたものであるが､ 書かれている民主党の

分析は選挙後の今日もそのまま通用すると考え

られる｡ 以下では､ 2004年の選挙結果を交えて

この分析を検討してみることとしたい｡

ガルストン教授は､ 今日の民主党の問題は白

人男性労働者層の離反にあるとし､ その原因と

して二つの根があるとしている｡ その一つは人

種問題などに起因するものであり､ もう一つは

経済の構造変化によるアメリカ社会の根本的変

動によるものである｡ そして教授は､ どちらの

原因についても民主党はこれまでに十分な論議

を尽くしているとは言えない､ と述べている｡

白人男性労働者という場合､ 正確にどのよう

な人を指すのか把握するのは難しいが､ 白人ブ

ルーカラー労働者で､ 学歴としては高校卒業ま

でか､ あるいは何らかのカレッジに通ったこと

がある人々というのが近いところであろう｡

2004年選挙における投票行動としては､ 次のよ

うな出口調査結果(51)が参考となろう｡ ここで

見るとおり､ 民主党候補は2000年も2004年も女

性からは過半数の支持を得ているが､ 男性から

は得られていない｡ とくに白人男性からの支持

はきわめて低いことがわかる｡ また､ 学歴別の

支持に関しては､ ブルーカラー労働者層を構成

していると思われるグループでケリー候補の支

持が低いことがわかる｡ ケリー候補が唯一確実

なリードを示したのは､ 大学院進学者という高

学歴層においてのみであることが知られる｡

◇白人男性による支持率

2000年 (ゴア候補) 2004年 (ケリー候補)

男性 43％ 44％

女性 54％ 51％

白人男性 35％ 37％

(非白人男性 － 67％)

◇学歴別による支持率 (2004年)

ブッシュ候補 (共) ケリー候補 (民)

高校卒業未満 49％ 50％

高校卒業 52％ 47％

カレッジ経験有 54％ 46％

大学卒業 52％ 46％

大学院進学 44％ 55％

① 人種問題

1960年代初めにジョンソン大統領のもとで

成立した公民権法や投票権法によって､ また

60年代後半に進められた公立学校の人種統合

によって､ 南部の白人有権者が民主党を離れ

ていったことは前述のとおりである｡ 68年の
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大統領選挙においては､ 人種差別主義を正面

に掲げて第三党から立候補したジョージ・ウォー

レス・アラバマ州知事が南部５州の選挙人票

を獲得し (表１参照)､ 南部有権者の不満を

代弁する役割を果たした｡ ガルストン教授は､

この時の選挙で当選したニクソン共和党大統

領が､ 72年にはウォーレス票を共和党支持者

として取り込んだこと､ その後､ 離反は南部

白人有権者に留まらず中西部や北部の白人有

権者にも広がって共和党の支持基盤を形成す

るようになったことを､ きわめて重要なこと

であったと述べている｡

② フェミニズム

こうした人種問題のほかに､ ガルストン教

授は白人労働者階層に起きたと考えられるい

くつかの具体的問題の存在を指摘している｡

その一つは､ ジェンダーの問題である｡ 1976

年､ カーター民主党候補が当選したとき､ 得

票の男女差は50対48 (一般投票において､ 男性

投票者の50％および女性投票者の48％が､ 民主党

を支持した) と､ ほとんどなかったといわれ

ている｡ しかし近年の大統領選挙において､

投票のジェンダー・ギャップすなわち男女に

おける投票行動の違いが明らかになっている

ことは､ 上掲の出口調査結果でも見られると

おりである｡

そこでガルストン教授は､ 白人男性が民主

党から離脱したきっかけとして､ 公民権運動

のほかにフェミニズムの運動への反感がこれ

まで考えられていた以上に大きかったのでは

ないかとの見方を提示している｡ これらの運

動で力を得たグループが民主党の幹部体制の

中に入ってきたこと､ 社会や家庭での白人男

性の家父長的なあり方がフェミニズム運動の

標的にされたことなどが､ 民主党に対する反

感の一因であったと指摘しているのである｡

民主党が､ 人工妊娠中絶権を擁護する立場に

立ったことも､ 白人男性労働者にとっては離

反の理由の一つになったと考えられている｡

とくに福音主義派のキリスト教保守の影響が

強い南部においては､ 中絶などの倫理問題で

民主党に違和感を持つ人が増えていたと言わ

れている｡

③ 労働組合組織率の低下

白人男性が民主党から離脱していくもう一

つの要因となったものとして､ ガルストン教

授は労働組合の組織率の低下を上げている｡

確かにニューディール期以来､ 労組の活動は

大きく変化している｡ とくに民間部門におけ

る組織率の低下は著しく､ 1930年から1960年

にかけて民間セクターの組織率は13％から37

％へと伸びたが､ 今日その組織率は８％台に

まで落ちている(52)｡ 同時に労組活動の勢力

バランスは､ 民間セクターから公共部門へと

移っており､ 労組活動における公的部門労働

者の割合は､ 今日およそ５割に達している｡

労組メンバーにおける男性の割合も､ 今日60

パーセントにまで落ちている｡ 組織労働者の

場合は､ 今日でも選挙運動などにおいて民主

党を支える活動を担うものが少なくないが､

組織の外に押しやられた民間部門の男性労働

者の存在は次第に顧みられなくなった､ とガ

ルストン教授は指摘している｡

④ 外交政策から銃規制へ

さらに教授が指摘するもう一つの問題は､

外交政策をめぐる問題である｡ 民主党は､

1960年代から70年代にかけてベトナム戦争反

対運動の中核的存在となったが､ その反対運

動は､ 冷戦期の軍事エスタブリッシュメント

や強い外交政策に対する批判へとつながり､

ひいてはアメリカそのものへの批判へと発展

していった｡ 伝統的な愛国主義を持ち､ 強い

国防政策を望む白人男性労働者にとっては､

これは攻撃的なことと感じられたのではない

か､ と教授は推測するのである｡ 銃規制は､

多くの白人男性にとっては､ 国防における宥
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和的な姿勢が身近なところに持ち込まれたも

のと映り､ 銃規制の立場に立つ民主党を軟弱

な党と見るようになった､ と教授は考えてい

る｡

� ミドルクラスの分断

① ニューディールと ｢偉大な社会｣ の違い

次に､ ガルストン教授が白人男性労働者の

離反の大きな原因であるとする経済の問題に

目を移してみたい｡ これは､ まず始めは連邦

政府の役割の変化という形で､ 白人男性労働

者にダメージを与えることとなった｡ つまり

教授によれば､ 白人男性労働者はニューディー

ル諸政策の第一の受益者であったが､ 1960年

代ジョンソン大統領時代の ｢偉大な社会｣ プ

ログラムは､ 主として女性やマイノリティを

援助するものであって､ 彼らはすでに主たる

恩恵の対象ではなかったのである｡ しかも

1973年から93年までの20年間は､ 賃金の停滞

の問題に対して､ 連邦政府は満足な手を打つ

ことができなかった｡ このことは､ 高い学歴

を持たない白人男性に最もしわ寄せが来るこ

とを意味していた｡

② ポスト産業型経済

経済的ダメージは､ さらに20世紀後半のポ

スト産業型経済の進行に伴って起きた｡ クリ

ントン政権時代の経済戦略は､ 貧困労働層と

マイノリティに税制面の優遇措置を行い､ 雇

用訓練の場を与えることなどによってこれら

の層を活性化すると同時に､ 他方で高収入の

知的専門職者にも照準を合わせるというもの

だった｡ そしてこの経済戦略は成功したが､

その恩恵はミドルクラスの中核を成す白人男

性労働者にはあまり届かなかった､ とガルス

トン教授は分析している｡ こうして2000年こ

ろまでには､ これら白人男性労働者の中に政

府への無力感が高まることになった｡ このよ

うな反政府的感情は､ 白人男性労働者をます

ます保守的にしている､ と教授は観察してい

る｡

③ 貧富差の拡大

ポスト産業型経済が多くのアメリカ人をアッ

パーミドルか金持ち層に上昇させたことは､

貧富差の拡大というさらに深刻な結果をもた

らした｡ 1980年から2001年までに､ アメリカ

の世帯で７万５千ドル (2001年換算で) 以上

の年収を得るものは16.7パーセントから30.7

パーセントへ､ 14ポイントも増えているが､

ミドルクラスの中核を成す年収２万５千ドル

から５万ドルの世帯は34パーセントから27パー

セントへと減っているといわれる(53)｡ さら

にここには学歴格差が連動しており､ 1976年

には大学院終了の人は高校を卒業していない

人の2.6倍の収入を得ることができたが､ 90

年代にはその差は４倍となっていることも指

摘されている｡

こうした経済的格差の広がりは､ 政治参加

にも影響を及ぼすことが考えられる｡ このこ

とも教育と密接に連動していることが知られ

ており､ ガルストン教授はミドルクラスの中

でアッパーミドル化した層の投票率がそうで

ないものより高くなっていることを､ 近年の

選挙データから例証している｡

上掲の2004年大統領選挙出口調査において

も､ 高学歴 (高収入) 層の民主党支持率が高

いことがわかるが､ この傾向は前回2000年に

も見られたものである｡ ガルストン教授は､

今日､ 高学歴高収入の投票者を民主党支持に

振り向ける強い潮流がある反面､ 白人労働者

階級を強い力で民主党から引き離す潮流があ

ると警告している｡

３ 再連合への道

民主党が再び多数派の支持を獲得するために

は､ 民主党から離反してしまった白人労働者の

現状をよく理解し､ これらのグループの支持を
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取り戻すことである､ と主張するガルストン教

授は､ ジュディスおよびテシーラ両氏のプロフェ

ショナル多数派形成論には部分的に関心を示し

ながら､ 疑問を投げかけている｡ ジュディス氏

らが､ プロフェショナルからの支持を拡大させ

ることによって､ それと同時に白人労働者階級

の支持も獲得できる､ と期待することについて､

そのようなことは望ましいが現実には起きてい

ない､ と否定的に評価するのである｡ そして教

授は､ 政治的にも論理的にも耐え得る民主党の

新しい連合のための条件は､ まだ整っていると

はいえない､ と悲観的な見方を示している｡ ま

ず何よりも､ 民主党が掲げてきた平等主義､ 公

正､ 人権拡大へのコミットメントを考えれば､

人工妊娠中絶権の擁護､ 同性愛の容認の立場を

変えることはありえず､ これらを嫌う白人男性

労働者の民主党への回帰を難しくしている､ と

いうのである｡ しかし教授は､ 再連合の条件の

手がかりとして､ クリントン大統領が取り付け

た各層からの支持と､ そこで示された多様な要

素を含んだプログラム､ さらにはそれらを政策

として実現させた手法について注目したいと考

えているようである｡

Ⅳ 最近の動きと今後について

以上に紹介したとおり､ 民主党再生のために

ジュディス／テシーラ氏が注目するのは､ ポス

ト産業型経済の進行とともにその数を増してき

た高学歴のプロフェショナルであり､ ガルスト

ン教授が重視すべきだとするのは､ 民主党自身

が推進してきた人種平等主義や ｢偉大な社会｣

政策､ さらにはポスト産業型経済の進行にとも

なって相対的に政治的・経済的立場を後退させ

て来た白人ブルーカラー労働者であることが明

らかである｡ そして今回の大統領選挙結果が示

すように､ 民主党が多数派連合を確保するには､

そのどちらのグループからも支持されなければ

ならないということも明らかである｡ ジュディ

ス／テシーラ説では､ 両者へのアプローチは相

反するものではなく同時に実現することが可能

だとするが､ ガルストン説では､ その両者を連

合させるための道はなお遠いとし､ 民主党にとっ

ては困難な仕事が続くことを予測している｡

今日の民主党内では､ ジュディス／テシーラ

説は中道派の立場から進歩的な(54)方向を求め

る人々によって支持され､ ガルストン教授のよ

うな議論は民主党左派およびリベラル勢力によっ

て支持されていると思われる｡ しかし､ 民主党

リベラル勢力においては､ 公民権団体､ 女性の

権利拡張団体､ 環境保護団体などの発言権が強

く､ ガルストン教授のいう白人ブルーカラー労

働者の声とは距離があることもうかがわれる｡

2003年には､ 前年の中間選挙における民主党

の敗北を新たなきっかけとしてシンクタンク

｢センター・フォー・アメリカン・プログレス

(CAPと略称)｣ が設立された｡ CAPは､ クリ

ントン政権で大統領首席補佐官を務めたジョン・

ポデスタ氏が中心となって設立したもので､

DLCの主流よりもリベラル系であると位置づ

けられている(55)｡ CAPには､ 民主党内各グルー

プの融合に向けた役割が期待されている｡ 年間

予算も､ DLCのシンクタンクである PPIが300

万ドルであるのに比べて CAP は１千万ドル

(設立当初) と言われており､ 大規模な活動が

想定されていることがうかがわれる｡ CAPは､
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� ｢リベラル｣ がネガティブなイメージを与えられて保守派から攻撃されるのを避け､ 今日の民主党では､ 保守

主義に対峙する自己の政治的立場を表現するのに ｢進歩的 (progressive)｣､ ｢進歩派 (progressives)｣ などの表

現を用いることが多い (砂田, 次掲論文, p30も参照)｡ この表現は党内の中道派によって使われるようになった

と思われるが､ リベラル派にも使用されている｡

� 砂田一郎 ｢民主党支持層の反ブッシュ感情で活力を取り戻したリベラル派の新たな戦略展開｣ 国際問題研究所

『民主党の再建戦略 : 2004年大統領選挙を視野に入れて』 2003, p.29.



レーガン政権の登場に大きな役割を果たした保

守系のシンクタンク ｢ヘリテージ財団｣ の活動

にならって積極的にアイディアを提示し､ 政策

に結びつけるシンクタンクになることを目指し

ているといわれる(56)｡

これらのシンクタンクは､ それぞれのホーム

ページに連日活発な論説を掲げ､ 論戦を繰り広

げている｡ 今後､ 民主党多数派連合再生のため

にどのような構想が提示されることになるのか､

動向を注視したい｡

(うめだ ひさえ 政治議会調査室)
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� ibid. 下記の記事も参照｡

"Liberal think tank seeks to reverse rightward trend; Center for American Progress generates, defends

ideas for left," Austin American Statesman, July 4, 2004, p.A21. (via proquest.umi.com)


